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米国マーケットの最前線 
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12月利上げ判断の最大材料となる雇用統計

  

ADP雇用統計（前月差） 10月 +18.2万人 市場予想 +18.0万人 前月 +19.0万人（下方修正） 

（予想）非農業部門雇用者数 10月 市場予想 +18.5万人 マネックス証券予想 +19万人 

 

■今月の雇用統計の意味 

前回のレポートで記したように10月に開催された連邦公開市場委員会（FOMC）の声明文に「次回の会合で

金利引き上げが適切かどうかを決定する」という文言が加えられた。9月の雇用統計が低調に終わった後も

FRB高官は「12月FOMCでの利上げ判断」について繰り返し言及していたため、12月のFOMCで利上げが判

断されること自体はサプライズではないが、声明文でそれが言及されたことがサプライズとして受け止められ

た。一時は年内利上げ見送りの思惑に傾いていた債券マーケットは、FOMC後に年内利上げ可能性を急速

に織り込む動きを見せた。 

 

イエレン議長やフィッシャー副議長、ダドリーNY連銀総裁などの発言からすると、FRBの主流派は12月の

FOMCで利上げを実施したいと考えているようだ。ただ、あくまでその判断は経済指標であることも繰り返さ

れており、雇用の最大化に法的責務を負うFRBは、雇用統計を最大の判断材料として利上げの判断を行う

とみられる。12月15日・16日に開催される次回FOMCまでに発表される雇用統計は10月分・11月分の2回。

当然6日に発表される雇用統計に大きな注目が集まっている。 

 

なお、今月から米国が冬時間になったことに伴い、発表

時間は前月までの日本時間21時半から22時半に1時

間遅くなるので注意されたい。 

 

■雇用統計以外の労働市場関連指標は堅調 

4日に発表された雇用統計の先行指標である10月の

ADP雇用統計は前月差18.2万人増とまずまず堅調で、

市場予想を上回った（グラフ参照）。 

 
（出所)トムソン・ロイターデータよりマネックス証券作成

非農業部門雇用者数　前月差（政府統計 vs ADP統計）
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https://info.monex.co.jp/report/sihyo/index.html?scid=marketTabRep04&_ga=1.17662705.978951725.1435711171


 

- 2 – 

 

Copyright (C) 2015 Monex, Inc. All rights reserved. 

 

米国マーケットの最前線 

ADP雇用統計は7月16.8万人増、8月18.1万人増、9月18.9万人増、10月18.1万人増と、ほぼ一貫して20万人

を上回る増加ペースだった昨年からは増加ペースが鈍っている。ただ、労働市場が大きく回復して失業率は

完全雇用の水準に近づきつつあるとされているなかで、それは無理からぬことだろう。 

 

ADP雇用統計以外にも毎週発表されている新規失業保

険申請件数は減少（望ましい）傾向を続けており（グラフ

参照）、米国の労働市場は堅調に回復している可能性

が高い。マネックス証券では10月の非農業部門雇用者

数はADP雇用統計と整合的な19万人増程度になるとみ

ている。 

 

非農業部門雇用者数以外に注目度が高いのが、労働

者の平均時給の前年比の伸びである。賃金の伸びは将

来のインフレ圧力となるため、FRBが利上げを判断する材料の1つとなっているとみられる。 

 

リーマン・ショック前は前年比3％を超える高い伸びを見せていたが、足下では2.2％前後の伸びとなっており、

なかなか高まってこない。今月分の市場予想は2.3％増だが、これを上回る高い伸びとなれば、12月利上げ

が強く意識される可能性がある。 

 

■雇用統計の結果によって想定されるマーケットの反応 

前述したように今月の雇用統計で特に注目されるのは、

非農業部門雇用者数と平均時給の伸びである。両指

標が市場予想を上回れば、12月利上げが意識されてド

ル買いが進み円安ドル高の反応が考えられる。 

 

ただ、FOMCの声明が発表された10月末以降既に米2

年債利回りが大きく上昇し、既に一定程度ドル高が進

んでいることには注意が必要だ（グラフ参照）。 

 

非農業部門雇用者数が20万人を上回り、平均時給が2.5％以上の高い伸びとなるようなケースは別にして、

市場予想を上回っても小幅だったり、ほぼ一致したりすると、いったん手仕舞い売りが入ってドルが反落する

リスクがありそうだ。相当に強い数値が出ないかぎり、122円のレンジを上抜けるのは難しいかもしれない。 

（出所)トムソン・ロイターデータよりマネックス証券作成

新規失業保険申請件数（4週移動平均）の推移
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（出所）トムソン・ロイターデータよりマネックス証券作成

米ドル円と米2年債利回りの推移
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■用語解説 

雇用統計（米国） 

米政府による雇用環境を調査した統計。発表される統計のなかでも、失業率（働く意欲がある人口に占める

失業者の割合）と非農業部門雇用者数変化（農業従事者を除いた雇用者数の増減）が市場で注目されやす

い。通常は月初の金曜日に前月分が公表される。 

 

ISM景況感指数 

ISM（Institute for Supply Management 供給管理協会）が発表する景気転換の先行指標である。供給管理

協会が企業の担当者にアンケート調査を実施して作成しており、主要経済指標の中ではいち早く発表される

ことから景気の先行指標として重要視されている。数値が50を上回れば企業の景況感が好転、50を下回れ

ば悪化していることを示す。製造業、非製造業それぞれ別に指標が発表される。 

 

新車販売台数 

オートデータ社が毎月月初に前月分を発表する米国の新車販売台数。販売台数は個人消費動向の確認に

加えて、関連部品などが多岐にわたり製造業全体に影響をあたえるため注目を集める。 
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ご留意いただきたい事項 

マネックス証券（以下当社）は、本レポートの内容につきその正確性や完全性について意見を表明し、また保証

するものではございません。記載した情報、予想および判断は有価証券の購入、売却、デリバティブ取引、そ

の他の取引を推奨し、勧誘するものではございません。当社が有価証券の価格の上昇又は下落について断定

的判断を提供することはありません。 

本レポートに掲載される内容は、コメント執筆時における筆者の見解・予測であり、当社の意見や予測をあらわ

すものではありません。また、提供する情報等は作成時現在のものであり、今後予告なしに変更又は削除され

ることがございます。 

当画面でご案内している内容は、当社でお取扱している商品・サービス等に関連する場合がありますが、投資

判断の参考となる情報の提供を目的としており、投資勧誘を目的として作成したものではございません。 

当社は本レポートの内容に依拠してお客様が取った行動の結果に対し責任を負うものではございません。投資

にかかる最終決定は、お客様ご自身の判断と責任でなさるようお願いいたします。 

本レポートの内容に関する一切の権利は当社にありますので、当社の事前の書面による了解なしに転用・複

製・配布することはできません。 

当社でお取引いただく際は、所定の手数料や諸経費等をご負担いただく場合があります。お取引いただく各商

品等には価格の変動・金利の変動・為替の変動等により、投資元本を割り込み、損失が生じるおそれがありま

す。また、発行者の経営・財務状況の変化及びそれらに関する外部評価の変化等により、投資元本を割り込

み、損失が生じるおそれがあります。信用取引、先物・オプション取引、外国為替証拠金取引をご利用いただく

場合は、所定の保証金・証拠金をあらかじめいただく場合がございます。これらの取引には差し入れた保証金・

証拠金（当初元本）を上回る損失が生じるおそれがあります。 

なお、各商品毎の手数料等およびリスクなどの重要事項については、「リスク・手数料などの重要事項に関す

る説明」をよくお読みいただき、銘柄の選択、投資の最終決定は、ご自身のご判断で行ってください。 

 

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人 金融先物取引業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 

 


